
厚生労働省発障第0511002号

平 成 ２ １ 年 ５ 月 １ １ 日

最終改正

厚生労働省発障0522第1号

令 和 元 年 5 月 2 2 日

各 都道府県知事 殿

厚生労働事務次官

障害者自立支援給付費の国庫負担について

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年

法律第123号）等に基づく国庫負担金の交付については、別紙「障害者自立支

援給付費国庫負担金交付要綱」（以下「交付要綱」という。）により行うこ

ととされ、平成21年４月１日から適用することとされたので通知する。

なお、各都道府県知事におかれては、貴管内市町村に対する周知につき配

慮願いたい。
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別 紙

障害者自立支援給付費国庫負担金交付要綱

（通則）

１ 障 害 者 自 立 支 援 給 付 費 国 庫 負 担 金 に つ い て は 予 算 の

範 囲 内 に お い て 交 付 す る も の と し 、 補 助 金 等 に 係 る 予 算 の

執 行 の 適 正 化 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 3 0 年 法 律 第 1 7 9 号 ） 、 補 助

金 等 に 係 る 予 算 の 執 行 の 適 正 化 に 関 す る 法 律 施 行 令

（昭和 3 0年政令第 2 5 5号 ）及び厚生労働省所管補助金等交付規則

厚生省
（平成12年 令第６号）の規定によるほか、この交付要綱の定めると

労働省

ころによる。

（交付の目的）

２ 障害者自立支援給付費国庫負担金は、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号。以下「法」とい

う。）、身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）、知的障害者福祉法

（昭和35年法律第37号）、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭

和25年法律第123号）及び児童福祉法（昭和22年法律第164号）の規定等に

基づき、市町村（特別区を含む。以下同じ。）が支弁する自立支援給付費

の支給に要する費用の負担及び法の円滑な施行に資する事業に要する費用

の一部等を補助することにより、障害者及び障害児の福祉の増進を図るこ

とを目的とする。

（用語の定義）

３ この交付要綱において、次に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に

定めるところによるものとする。

（１）「障害福祉サービス」とは、法第５条第１項に規定する障害福祉サー

ビスをいう。

（２）「介護給付費等」とは、法第19条第１項に規定する介護給付費等をい

う。

（３）「指定障害福祉サービス等」とは、法第29条第１項に規定する指定障

害福祉サービス等をいう。

（４）「特定費用」とは、法第29条第１項に規定する特定費用をいう。
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（５）「障害福祉サービス費等」とは、法第92条第１号に規定する障害福祉

サービス費等をいう。

（６）「相談支援給付費等」とは、法第92条第２号に規定する相談支援給付

費等のうち特例計画相談支援給付費を除いたものをいう。

（７）「障害福祉サービス費等負担対象額」とは、法第94条第１項第１号に

規定する障害福祉サービス費等負担対象額をいう。

（８）「指定障害福祉サービス等費用基準額」とは、指定障害福祉サービス

等につき、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに

要する費用の額の算定に関する基準」（平成18年厚生労働省告示第523

号）により算定した費用の額（その額が現に当該指定障害福祉サービス

等に要した費用（特定費用を除く。）の額を超えるときは、当該現に指

定障害福祉サービス等に要した費用の額）をいう。

（９）「介護給付費等利用者負担額」とは、指定障害福祉サービス等費用基

準額から当該指定障害福祉サービス等につき支給された介護給付費又は

訓練等給付費の額を控除して得た額をいう。

（10）「給付率」とは、「厚生労働大臣が定める障害福祉サービス費等負担

対象額に関する基準等」（平成18年厚生労働省告示第530号。以下「国庫

負担基準告示」という。）の二のニに規定する割合をいう。なお、ここ

でいう割合は、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護及び重度

障害者等包括支援（以下「居宅介護等」という。）に係る当該年度の７

月サービス提供分（過誤請求分を除く。）の介護給付費等の額（以下

「給付費」という。）を給付費に居宅介護等に係る介護給付費等利用者

負担額を加えた額で除した割合とする。

（交付の対象）

４ 障害者自立支援給付費国庫負担金は、次の種目を交付の対象とする。

（１）障害福祉サービス費等

ア 介護給付費等

（ア）介護給付費及び訓練等給付費

法第29条第１項の規定に基づき、居宅介護、重度訪問介護、同

行援護、行動援護、療養介護（医療に係るものを除く。）、生活

介護、短期入所、重度障害者等包括支援及び施設入所支援並びに

自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、自立生

活援助及び共同生活援助に関して市町村が行う介護給付費及び訓
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練等給付費の支給に要する費用

（イ）特例介護給付費及び特例訓練等給付費

法第30条第１項の規定に基づき、市町村が行う特例介護給付費

及び特例訓練等給付費の支給に要する費用

イ 特定障害者特別給付費

法第34条第１項の規定に基づき、市町村が行う特定障害者特別給

付費の支給に要する費用

ウ 特例特定障害者特別給付費

法第35条第１項の規定に基づき、市町村が行う特例特定障害者特

別給付費の支給に要する費用

（２）相談支援給付費等

ア 地域相談支援給付費

法第51条の14第１項の規定に基づき、市町村が行う地域相談支援

給付費等の支給に要する費用

イ 特例地域相談支援給付費

法第51条の15第１項の規定に基づき、市町村が行う特例地域相談

支援給付費等の支給に要する費用

ウ 計画相談支援給付費

法第51条の17第１項の規定に基づき、市町村が行う計画相談支援

給付費の支給に要する費用

（３) 補装具費

法第76条第１項の規定に基づき、市町村が行う補装具費の支給に要

する費用

（４）高額障害福祉サービス等給付費

法第76条の２第１項の規定に基づき、市町村が行う高額障害福祉

サービス等給付費の支給に要する費用

（５）やむを得ない事由による措置

児童福祉法第21条の６、身体障害者福祉法第18条及び知的障害者福

祉法第15条の４並びに第16条第１項第２号の規定に基づき、市町村が

行う行政措置に要する費用（治療に要する費用及び国の設置する障害

者支援施設等に対し身体障害者福祉法第18条第２項の規定による委託

をした場合において、その委託後に要する費用を除く。）

（交付額の算定方法）

５ 障害者自立支援給付費国庫負担金の交付額は、次のとおり算出された額
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とする。

別表１の第２欄に定める種目ごとに、第３欄に定める基準額と第４

欄に定める対象経費の実支出額から寄付金その他の収入の額を控除し

た額とを比較してそれぞれ少ない方の額に第５欄に掲げる補助率を乗

じて得た額の合計額を交付額とする。

（負担金の概算払）

６ 厚生労働大臣は、必要があると認める場合においては、国の支払計画承

認額の範囲内において概算払をすることができる。

（交付の条件）

７ 障害者自立支援給付費国庫負担金の交付の決定には、次の条件が付され

るものとする。

（１）事業に要する各種目ごとの経費の配分の変更は厚生労働大臣の承認を

要しないものとする。

（２）事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、厚生労

働大臣の承認を受けなければならない。

（３）事業を中止し、又は廃止する場合には、厚生労働大臣の承認を受け

なければならない。

（４）事業が予定の期間内に完了しない場合、又は、事業の遂行が困難と

なった場合には、速やかに厚生労働大臣に報告してその指示を受けな

ければならない。

（５）この負担金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様

式１による調書を作成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について

証拠書類を整理し、調書及び証拠書類を負担金の額の確定の日（事業の

中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する

年度の終了後５年間保管しておかなければならない。

（申請手続）

８ 障害者自立支援給付費国庫負担金の交付の申請は、次により行うものと

する。

（１）市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）は別紙様式３による

申請書に関係書類を添えて都道府県知事が定める日までに都道府県知

事に提出して行うものとする。

（２）都道府県知事は、（１）の申請書を受理したときは、その内容を審
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査し必要に応じて現地調査等を行い適正と認めたときは、これをとり

まとめのうえ別紙様式２による申請書に関係書類を添えて別途定める

日までに厚生労働大臣に提出して行うものとする。

（変更申請手続）

９ 障害者自立支援給付費国庫負担金の交付決定後の事情の変更により申請

の内容を変更して追加交付申請等を行う場合には、８に定める申請手続に

従い、別途定める日までに行うものとする。

（交付決定までの標準的期間）

10 都道府県知事は、８（１）又は９による交付申請書が到達したときは速

やかに厚生労働大臣に提出を行うものとし、厚生労働大臣は、交付申請書

が到達したときは速やかに交付の決定（決定の変更を含む。）を行うもの

とする。

（交付決定の通知）

11 都道府県知事は、市町村分に係る障害者自立支援給付費国庫負担金につ

いて厚生労働大臣の交付の決定（決定の変更を含む。）があったときには、

市町村長に対し、別紙様式４又は別紙様式５により速やかに交付決定内容

及びこれに付された条件の通知を行うものとする。

（実績報告）

12 障害者自立支援給付費国庫負担金の事業実績報告は、次により行うもの

とする。

（１）市町村長は、当該年度の事業が完了したときは、別紙様式７による

事業実績報告書に関係書類を添えて都道府県知事が定める日まで（７

の（３）により事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承

認通知を受理した日から起算して１か月を経過した日）に都道府県知

事に提出して行わなければならない。

なお、高額障害福祉サービス等給付費において、高額介護（予防）

サービス費及び高額医療合算介護（予防）サービス費との併給調整を

行った場合の併給調整相当額は、当該併給調整相当額が確定した年度

の実績報告に反映させるものとする。

（２）都道府県知事は、（１）の書類を受理したときは、その内容を審査
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し必要に応じて現地調査等を行い適正と認めたときは、これをとりま

とめのうえ別紙様式６による事業実績報告書に関係書類を添えて翌年

度の６月末日までに厚生労働大臣に提出して行わなければならない。

（負担金の額の確定の通知）

13 都道府県知事は、市町村分に係る障害者自立支援給付費国庫負担金につ

いて厚生労働大臣の交付額の確定があったときは、市町村長に対し別紙様

式８により、速やかに確定の通知を行うものとする。

（負担金の返還）

14 厚生労働大臣は、交付すべき障害者自立支援給付費国庫負担金の額を確

定した場合において、既にその額を超える障害者自立支援給付費国庫負担

金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について国庫

に返還することを命ずる。

（その他）

15 特別の事情により５、８、９及び12に定める算定方法、手続によること

ができない場合には、あらかじめ厚生労働大臣の承認を受けてその定め

るところによるものとする。
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別表１

１ ２ ３ ４ ５

区 種 目 基 準 額 対 象 経 費 補助

分 率

障 １ 次に掲げる額の合算額 50

害 障害福祉サー １ 介護給付費等（居宅介護、重度訪問介 １～２ 当該介護給付 100

者 ビス費等 護、同行援護、行動援護、重度障害者等 費等の支給に要した

自 包括支援及び国庫負担基準告示の一に掲 費用

立 げる者が利用する障害福祉サービスに係

支 るものに限る。）

援 当該介護給付費等について、国庫負担

給 基準告示の二の規定に基づき当該介護給

付 付費等の支給に係る障害福祉サービスを

費 受けた障害者等の人数に応じ算定した額

負

担 ２ 介護給付費等（１に掲げるものを除

金 く。）

(1)介護給付費及び訓練等給付費

法第29条第３項の規定に基づき算定

した額

(2)指定障害福祉サービス費等に係る特例

介護給付費及び特例訓練等給付費

法第30条第３項の規定により市町村

が定める額

(3)基準該当障害福祉サービスに係る特例

介護給付費及び特例訓練等給付費

法第30条第３項の規定により市町村

が定める額

３ 特定障害者特別給付費 ３ 法第34条第１項の

障害者の日常生活及び社会生活を総合 規定に基づく特定障

的に支援するための法律施行令（平成18 害者特別給付費の支

年政令第10号。以下「令」という。）第 給に要した費用

21条第１項の規定に基づき算定した額

４ 特例特定障害者特別給付費 ４ 法第35条第１項の

令第21条の３の規定により準用する 規定に基づく特例特

令第21条第１項の規定に基づき算定した 定障害者特別給付費

額 の支給に要した費用
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２ 次に掲げる額の合算額 50

相談支援給付 １ 地域相談支援給付費 １ 法第51条の14第１ 100

費等 令第44条第３項第２号の規定に基づき 項の規定に基づく地

算定した額 域相談支援給付費等

の支給に要した費用

２ 特例地域相談支援給付費 ２ 法第51条の15第１

令第44条第３項第２号の規定に基づき 項の規定に基づく特

算定した額 例地域相談支援給付

費等の支給に要した

費用

３ 計画相談支援給付費 ３ 法第51条の17第１

令第44条第３項第２号の規定に基づき 項の規定に基づく計

算定した額 画相談支援給付費の

支給に要した費用

３ 法第76条第２項の規定及び「補装具費支 法第76条第１項の規 50

補装具費 給事務取扱指針について」（平成30年３月 定に基づく補装具費の 100

23日障発第0323第31号厚生労働省社会・援 支給に要した費用

護局障害保健福祉部長通知）の別添により

算定した補装具費の支給に要した費用の額

４ 令第43条の５の規定に基づき算定した 法第76条の２第１項 50

高額障害福祉 額 の規定に基づく高額障 100

サービス等給 害福祉サービス等給付

付費 費の支給に要した費用

５ 次に掲げる額の合算額 やむを得ない事由に ５

やむを得ない １ 「やむを得ない事由による措置を行っ よる措置により、障害 10

事由による措 た場合の単価等の取扱いについて」（平 者等につき、障害福祉 又は

置 成18年11月17日障障発第1117002号厚生 サービスを提供し、又 １

労働省社会・援護局障害保健福祉部障害 は障害福祉サービスの ２

福祉課長通知）の１に基づき算定した費 提供を委託するために
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用から、同通知の別紙に基づき算定した 必要な扶助費等又は委

利用者負担額を控除した額（治療に要す 託料（治療に要する費

る費用を除く。） 用を除く。）

２ 障害者支援施設の場合

１月につき53,500円（１月に満たない

月がある場合は、日割りにより計算した

額）

３ 生活介護事業所、短期入所事業所、自

立訓練事業所、就労移行支援事業所、就

労継続支援事業所、共同生活援助事業所

の場合

１食につき530円（食事の提供が行わ

れた場合に限る。）


